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 波力と潮流力を同時に受ける海洋構造物の動的応答解析法について検討を行った. まず, 外力に波と潮流の速度

に関する非線形抗力を考慮した波力と潮流力を受ける海洋構造物の運動方程式を導いた. そして、潮流の流速を一

定とし, 水粒子の運動と海洋構造物の動的応答にはエルゴード性があり, 平均値0の正規分布に従うと仮定して, 

非線形抗力を等価線形化抗力に置換し, 線形化した運動方程式を導いた. また, 付加減衰を含む減衰のモード間の

連成が無視できることを示し, 不規則振動論の手法に則って海洋構造物の動的応答値が求められることを示した. 

等価線形化抗力や慣性力に及ぼす潮流力の影響を明らかにし, 海洋構造物の動的応答に及ぼす影響について検討を

加えた. 
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1. はじめに

 海洋構造物は, 波とともに潮汐や地球自転に起因する

潮流の影響を受けるので, 海洋構造物を適切に設計する

ためには, 潮流が海洋構造物の動的応答に及ぼす影響を

明らかにする必要がある. Huangら は1), 海面上昇量の

変動がパワースペクトル密度関数で表わされる波を対

象に, 潮流が波高の分布に及ぼす影響について検討を行

い, 潮流による波の変形を表わす修正パワースペクトル

密度関数を示した. 一方, 波と潮流を受ける海洋構造物

の動的応答解析についてはKawan0ら の研究があるが2), 

波と潮流による非線形抗力の取扱いや, 波一潮流一構造

物の動的相互作用についての検討が, 十分になされてい

ない. 

 本研究では, 波力と潮流力を受ける海洋構造物の動的

応答解析を行うために必要な基礎理論の構築を行った. 

波力と潮流力が作用する海洋構造物の運動方程式を導

き, 波力と潮流力から成る外力が, 慣性力と抗力の和で

表わされることを示した. そして, 潮流の流速が, 波高, 

水粒子の速度や加速度のパワースペクトル密度関数や, 

等価線形抗力と慣性力に及ぼす影響を明らかにした. ま

た, 抗力は潮流の流速, 波による水粒子の速度と構造物

の応答の速度が連成する非線形な力であることを示し

た. そこで, 潮流の流速を一定値とし, 潮流による波の

変形効果を反映した波による水粒子の運動とそれに伴

う力を受ける海洋構造物の動的応答はエルゴード性を

示し, その出現確率が平均値0の 正規分布に従うと仮定

して, Mhoaら が示した等価線形化手法を参考に3), 

線形化した運動方程式を導いた. ここでは, 非線形抗力

を等価線形化抗力に置換する際に生じる誤差の二乗平

均値が最小になるように等価線形化抗力に付する係数

を定めた また, モーダルアナリシスによって応答解析

を行う場合, 一般化座標上では等価線形化付加減衰を含

む減衰項のモード間の連成が無視できることを示し, 一

般化座標変換によって得られる独立した線形微分方程

式を用いて, 不規則振動論の手法に従って海洋構造物の

動的応答値が求められることを示した. 

 最後に, 潮流の流速が海洋構造物の動的応答に及ぼす

影響について検討を加えた. 

2. 運動方程式

 波力と潮流力を同時に受ける海洋構造物の運動方程

式は節点の変位ベクトル{X}を 用いて 次のように表わ

すことができる. 
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[M]tx+[c]x+[K}{x={d} (1)

ここで[M], [C], [K]はそれぞれ質量マトリックス, 

減衰マトリックス, 剛性マトリックスであり, {1}は 波

と潮流による外力を表わすベクトルである. モリソン式

に従えば{P}は 波による水粒子の速度ベクトル{d}

加蔽 ベクトルVyJと 潮流による水粒子の速度ベクト

ルV1を 用いて次のように表わすことができる. ただし,

本研究では, 付加質量と排水質量を区別して扱う. 

{P}=fcl{v}+fcMl(JU1+Icol{(v+v)v+vll
(2)

ここで[CA]=fρ(KM-1)1[CM]=VP1

[CD]=PKDA1で あ り, ρ: 海水の密度, KM: 質

量係数, V: 水粒子の運動方向に投影した構造物の体積, 

KD: 抗力係数A: 水粒子の運動方向に投影した構造

物の面積である. 式(2)の右辺第3項 は, 水粒子速度に

関する非線形な項を含んでおり, 直ちに応答計算を行う

ことができない. そこで, 以後に示す操作により本項を

等価線形化し, 応答計算を行うことにした. 

 柔な構造物の変形の速度や加速度は, 波や潮流による

水粒子の速度や加速度と同程度であると仮定して, 式

(2)を式(1)に代入して, 波, 潮流と構造物の相互作用を

考慮した運動方程式を得る

[M]+[c]x+[K]{x}=[CA]VUX
+[cM]{f}+[cD](v+Y-4+ (3)

ここで, 小さな波数κを有する波では, 水粒子の速度や

加速度は, 構造物の変形の速度や加速度とは無関係に, 

潮流による波の変形を含んだ海面運動の上昇量を用い

て, 海中の水粒子の位置に応じて十分な精度で求められ

るとする. これより, 外力の周期的成分である水粒子の

速度と加速度は, 波数κの関数として与えられるものと

する. 

i1=1(K)111=pV0(K)1 (4)

また, 潮流の速度は, 粘性底層の影響がある海底付近を

除けば1一 様な流れと見なせることから, 水深や構造物

の応答とは無関係な時間的変動のない一定値であると

する. 

{vc}=Cnst (5)

式(4)を式(3)に代入して, 構造物の変位と波による水粒

子の位置との相対変位ベクトル{r}={d}-{X}を 用い

て整理する. 

[uc]{d}{c}tr)+[K]{r}fColl(rcpl
=[M-CM]{r}+[C]{r}+[K}{v)(6)

式(6)の減衰に関する項をまとめて, 次式を得る. 

[M+CA]{1}+C]{r}+[K]fr}+{E}
=[MCM]tV4+[c]vJ+[icJ{v}(7)

{E}は 次式で表わされる誤差ベクトルである. 

{E}=1fCl-ICII{r}+Fcn1Ur):+r}Ir+rI (s)

ここで, 構造物に作用する波と潮流による力の性質より, 

誤差ベクトル{E}の 第ノ成分は相対速度弓成分にのみ

依存する. 誤差ベクトル{E}の 二乗平均値を最小化する

ことで[e]に 含まれる抗力に付する係数の最適値を求

めることができる. 

より, 

Z(f-r4i(C1i-C4r+CDJ(Vc+iV+r)=O (9)

<>は 時間平均であり, 式(9)よりC成 分が次のよう

に求められる. 

(10)

ここで, qcの 定義から, 最適化された減衰マトリック

スの一般項は次のようになる. 

Cij=Cij (i≠jの とき)

Cjj (i=jの とき) (11)

また, 前述のように最適化されたcを 用いれば, 誤差

ベクトル{E}の 影響を無視できると考え, 式(6)を次の
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ように表わすことにした

IM+CAIPI+IcIii1+IKIII
=[M-CMjj+[C]+[KjJ (12)

 一方, 潮流による波の変形の影響を含んだ水粒子の運

動に伴って発生する力の出現確率が, 平均値0の 正規分

布に従うと仮定すれば 構造物の応答を含む相対変位ベ

クトル{7}の 出現確率も平均値oの 正規分布に従う こ

の性質より, 式(10)に含まれる時間平均に関する項が, 

次のように計算できる

<rj(vcj+rj)vcj+rj>=4σrj{σMvcj)+vcjzvcj}

(13a)

(r)=σrj
(13b)

(13c)

(13d)

(13e)

ここで, 式(13a)の 導出過程については, 付録に示す

式(13c)を 用いて, 式(10)を 次のように書換える

Ci=Ci+4C1izi)+Z=i

(J'=1, 2…N) (14)

式(14)を 式(12)に 代入し, 再び{r}={Vo}-{X}の 関係

を用いて運動方程式を整理して次式を得る

rM+cl(X)+fcl(X)+rxl(x1

=[c]tv0J+FCDItVOI(16a)

CDR=0 (ixi)

=4CDJz(VCJ)+IVZ(VCJf (i=j) (16b)

ここで, cm=pkmvで ある. 式(16b)よ り等価

線形化抗力を求めるためには, 反復計算が必要になるこ

とが分かる また, 式(16a)の 右辺は, Tungら が示した

剛な杭に作用する波と潮流による力と同様の表記であ

り4), 潮流の流速を0に すれば、B0rgmanが 示 した波に

よる力の表記に一致する5)そ して, 潮流の流速が0の

場合には, 式(16a)はMa1hotraら が示した波力を受け

る海洋構造物の運動方程式と同様の表記になることか

らの, 本研究で示した潮流と波による力と潮流と波を同

時に受ける海洋構造物の運動方程式は、潮流の有無に関

らず一般的に成立つことが分かる

 また, 抗力項を等価線形化する際に, 外力{P}の うち

潮流力に相当する時間的に変動のない力の成分が除去

されている 式(1)は線形同次方程式であるから, 式(2)

の波と潮流による力のうち, 時間的変動のない潮流力と

それ以外の力とは分離して計算することができる これ

より, 対象となる海洋構造物の全応答値は式(16a)の 運

動方程式から得られる動的応答値に, 時間的変動のない

潮流力による静的応答値{Xs}を 加えたものになる

[KItX4=[CDBrc(VCI (17)

3. 動的応答解析

 不規則振動解析によって式(16a)の 動的応答値を求

める 本研究では, 付加減衰を含む減衰項のモード問の

連成が無視できることを示し、一般化座標変換によって

式(16a)が 独立な線形微分方程式に分解できることか

ら, 不規則振動論の手法に則って式(16a)の 動的応答解

が求められることを示す

変位ベクトル{X}を, 式(20)に示す規準化したモーダ

ルマトリックス[Ψ]と式(19)の関係を用いて-般 化座

標{φ}へ変換すると 式(16a)は 式(18)のようになる

1φ+2ζoJlφ1+1ω21{φ}=1Ψ11{d} (18)

{x}=d{φ} (19)

[ΨrIM+iΨ]=[1] (20)

「 ω2」=rΨ1「IK1「 Ψ1 (21)

[1]は単位マトリックス, ζは減衰係数 ωは固有振動

数であり, {P}は 潮流の効果を含む等価線形化された波

力を表わしている

 一方, 減衰マトリックスは, 以後に示す検討により対

角化マトリックスとして扱うことにした 式(16a)に お

ける減衰マトリックスは, 一般化座標変換により, 次の

ようになる

[co]=[d][c][d] (22)

一般化座標上の減衰マ トリックス[C
o]は 対称マトリッ
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クスではあるが, 対角マトリックスではないのでモード

間の連成が生じる 一般に, 減衰が連成する場合は, 複

素モード解析により解を求めることができる しかし, 

本研究では, モード減衰を対角化する際に生じる誤差の

二乗平均値を最小化し, モード減衰係数の最適値を定め

ることで, 減衰マトリックスを非連成化する これより, 
一般化座標上の減衰項は, 各モード毎に次のように表わ

すことができる

1CoBcbIUc+a} (23)

1U1: 最適化された対角減衰マトリックス

{a}: 対角化に伴なう誤差ベクトル

一般項C(j=1,2…N)め の最適値を決定するために, 

誤差の2乗 平均値α2の最小値を検討する

(24)

式(24)を 解 いて, Cが 次のように求められる

(25)

式(25)より, 最適化の過程で 誤差ベクトル{α}に関す

る項が除去されていることが分かる これより, 次の近

似関係を得る

rc1{φHc{φ} (26)

このことは, 波と潮流が同時に作用する場合でも, 減衰

がモード間で連成することの影響は小さく, 一般化座標

上の減衰マトリックスを対角マトリックスとして扱っ

てもよいことを示している これは, Yamadaら が示し

た6), 波力が作用する海洋構造物の場合に, 波による付

加減衰を含む減衰マトリックスを対角マトリックスと

して扱っても, 海洋構造物の動的応答値に及ぼす影響は

少ないという結果と一致する

また, [c]は, モー マトリックス図 を用いて

次式のように変換できるとした

[d1][s][d]=[2sw] (27)

これまでの検討により, 潮流と波を受ける海洋構造物

の運動方程式が, 一般化座標変換によって, 自由度の数

に相当する独立した線形微分方程式に分解できること

が分かったので, 海洋構造物の動的応答値を, 不規則振

動論の手法に則って求めることができる これより, 海

洋構造物の変位の共分散マトリックスEl{X}{X}が,

次のように求められる

EI{x}{x}t=

r1Ψ1H(ω)rΨr(ω)1rΨ17H(ω)11Ψ174ω

(28.a)

rH(w)i=1-ω+21swwi, 

rHw=H(-ω) (28.b)

式(28a)の 右辺中の[SPP]は, 潮流の効果を含む等価

線形化された波力による外力のパワースペクトルマト

リックスであり, 左辺の対角項の正の平方根がrms応答

変位である 外力のパワースペクトルマトリックスは次

のように求めた

SPP(ω)1=RPP(τ)1θ-1wTdz (29)

-RDA(τ)H{Pω}{(t+τ) (30)

ここで, RPP(τ)は相関マトリックスであり、相関マト

リックスの一般項は, 潮流の効果を含む等価線形化され

た波力を用いて次のように表わすことができる

P(t)=CMiVoi(t)+CDiVai(t) (31)

R(r)=CMiCMJRVo(r)+VoCDiCDIRVoVoi(Z)
+CMiCDiRv(z)+CDiCMiRVRv(Z) (32)

本研究では, 水粒子の速度と加速度を微小振幅波理論を

用いて表わす 微小振幅波理論によれば 任意の水深y

における水粒子の速度と加速度を, 潮流による波の変形

を考慮した海面上昇量ntを 用いて次のように表わす

ことができる 座標系の定義は, 図一6に示す

(33a)

(33b)

(33c)

(33d)
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ここで, x/xは, 添字Zで 識別されるの水粒子の速度ベ

クトルの方向がx軸 に平行であることを示し, hは対象

海域の水深である

 また, 微小振幅波理論で表した水粒子の速度と加速度

の相関係数には次のような関係がある6)

R(-z)=(r) (34)

これらより, 波力と潮流力による外力のパワースペク

トルマトックスの一般項を, 次のように表わすことがで

きる.

s(w)CMiCMiSVniVni)+CDiCDiSVniVni(35a)

ここで, 

(35b) 

(35c) 

(35d) 

(35e)

Svoivoj(w)=wsvovoj(w) (35f)

8nn(ω): 潮流による波の変形を考慮した海面上昇量

の変動を表すパワースペクトル密度関数

(以下, 波の修正パワースペクトル密度関数)

 これらのことから, 波力と潮流力によるパワースペク

トル密度関数は, 慣性力のパワースペクトル密度関数と

等価線形化された抗力のパワースペクトル密度関数の

和で与えられることが分かる また, 波の修正パワース

ペクトル密度関数は潮流による波の変形効果を表わす

関数と海面上昇量の変動を示すパワースペクトル密度

関数との積として与えられる1)

S(w)=C(w)Snn(w) (36a)

(36b)
3bb(ω): 海面上昇量の変動を示すパワースペクトル

密度関数

ただし, 1+4ω/g<0と なる領域では波が砕けて存在

しなくなることを表わすカットオフ振動数が存在する

 また 潮流の流速vc=0の ときにm snn(ω)=snn(ω)と

なることから, 式(36)の波の修正パワースペクトル密度

関数は潮流の有無に関らず成立つ一般的な表示方法で

ある

4解 析結果と考察

(1)パ ワ-ス ペクトル密度関数に及ぼす潮流の影響

 海面上昇量の変動, 水粒子の速度と加速度のパワース
ペクトル密度関数と潮流の流速との関係を示したもの

が図一1～図一3である 本研究で用いた波のパワースペク

トル密度関数は, 式(37)で表わされるBretschneider型

である7). 波浪条件を表わすパラメータである平均波

高: H(m), 平均周期: 7(s)の 組合せを(sf)=(70, 

117)と し, 潮流の流速の範囲を-3彫s～30sと した

(37a) 

(37b)

 また, 水粒子の速度と加速度のパワースペクトル密度

関数は, 次式に基づいて海面位置で求めた

速度: s(ω)=ω2(ω) (38)

加速度: 8aw=ω4w(ω) (39)

 図-1よ り, 潮流の流速が負値の場合, パワースペクト

ルのピーク値が上がり, 高い振動数を有する波を多く含

むようになることが分かる これは, 負の流速によって

波の形状が鋭くなることを高い振動数を有する波を重

ね合せて表わしているためである 一方, 潮流の流速が

正値の場合には, パワースペクトルのピーク値が下がり, 

高い振動数を有する波が少なくなっていることが分か

る これは, 正の流速によって波の形状が緩やかになる

ことを表わしているためである

 図一2より, 水粒子の流速のパワースペクトル密度関数

は, 波の修正パワースペクトル密度関数が示す性質をほ

ぼそのまま受け継いでいることが分かる 潮流の流速が

負値の場合, パワースペクトルのピーク値が上がり, 高

い振動数を有する速度成分を多く含むようになり, 流速

が正値の場合には, パワースペクトルのピーク値が下が

り, 高い振動数を有する速度成分が少なくなっているこ

とが分かる しかし, 負の流速が大きくなると, パワー

スペクトルに明確なピークが現れなくなり, 高い振動数

の速度成分をより多く重ね合せようとする途中で, カッ

トオフ振動数を迎え, パワースペクトルが途切れた形状
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となることが分かる. 

 図一3より, 水粒子の加速度のパワースペクトル密度関

数は, 水粒子の速度のパワースペクトル密度関数が示す

傾向と同じ傾向にあることが分かる. ただし, 潮流の流

速が負値の場合には, 高い振動数を有する加速度成分が

多く含まれていく傾向が更に強まり, その影響が低い流

速から発現していることが分かる. 

(2)等価線形化抗力と慣性力に及ぼす潮流の影響

 式(31)に示す等価線形化抗力と慣性力に及ぼす潮流

の流速の影響を, それぞれの力のrms値 を用いて検討し

た結果を図-4～図-5に示す. また, 波浪条件の違いに対

する潮流 の影響 も調べるために, 波浪条件 を

(H, T)=(3. 0, 7. 6), (5. 0, 9. 9), (7. 0, 11. 7)の3種

類とし, 潮流の流速の範囲を一3. (d/s～3. 0/sと した. 

ただし, 波浪条件毎の潮流の流速の影響の違いを明らか

にするために, 次に示す指標を定義して検討を行った. 

等価線形化抗力の場合: 

(40.a)

6v
0=sω2η(ω)∂ ω (40.b)

61v=1zCO'Snn(cv)dw (40.c)

慣性力の場合: 

(41.a)

σ3rω48(cv)dw (41. b)

26
Va=fω43η η(CV)dw (41. c)

7drag{H,T,t)は, 平均波高H, 平均周期T, 潮流の

流速玩の場合の等価線形化抗力のrms値 であり, 

Frae(H,T,o)は, 同じ波浪条件で潮流がない場合の等

価線形化抗力のrms値 である. また, rmstia(H,T,V),

Fmsln(H,T,0)は 同 じく慣性力のrms値 である. 

ただし, これらの値は海面位置で求めた. 図-4と 図-5

の横軸は, 潮流の流速であり, 縦軸はそれぞれ式(40), 

式(41)で定義した指標である. 

 図-4より, 等価線形化抗力は, 波浪条件とは無関係に, 

潮流の流速の変化に対して, ほぼ同じ傾向を示すことが

分かる. ただし, δ がピークとなる時の負の流速の値

は, 平均波高が低い波ほど小さいことが分かる. このこ

とは, 負の流速の場合には, 水粒子の速度のパワースペ

クトル密度関数の全体が大きくなり, 平均パワーを上げ

る効果があるが, 平均波高の低い波では, カットオフ振

動数の影響が小さな流速から発現するために, 等価線形

化抗力全体のパワーが小さな流速から下がり始めると

考えられる. また, 平均波高が低い波ほどδ のピー

図-1 波高のパワースペクトル

図一2 水粒子速度のパワースペクトル

図-3 水粒子加速度のパワースペクトル
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クの前後の曲線の勾配が急であることから, 等価線形化

抗力に及ぼす潮流の影響は, 平均波高が低い波ほど大き

いことが分かる. 

 一方, 図一5より, 慣性力についても, 潮流の流速が

及ぼす影響は, 波浪条件に関わらず, ほぼ同じ傾向であ

ることが分かる. また, δhが 波浪条件に関わらず1

潮流の流速が-0.7s付 近でピーク値を示すことから, 

潮流の流速が負値の場合に, 水粒子加速度のパワースペ

クトル密度関数の平均パワーを押上げる効果は, 波浪条

件に関わらずほぼ一定であることが分かる. これは, 負

の潮流が高い振動数の水粒子の加速度成分を増加させ

る影響と, カットオフ振動数が平均パワーの減少に及ぼ

す影響が, 波の状態に関わらず, 潮流の流速毎にほぼ一

定になっているからと考えられる. また実際には, 負値

の流速を有する潮流の影響により, 波高が高くなり波は

砕けていくが, その中に慣性力に影響を及ぼす振動数を

有する波が含まれることが, 流速-0. 7/sを 境に顕著に

なると考えられる. そ して, 平均波高が低い波ほど

δdrの ピークの前後の曲線の勾配が急であることから, 

慣性力に及ぼす潮流の影響は平均波高が低い波ほど大

きいことが分かる. 

(3)海洋構造物の動的応答に及ぼす潮流の影響

 図一6に示す海洋構造物の解析モデルを用いて, 潮流の

流速が海洋構造物の動的応答に及ぼす影響について検

討を行った. 対象にした海洋構造物は鋼製で, 柱, 横梁, 

斜材は円形断面であり, 直径はそれぞれ, 3m, 3m, 1. 5m, 

板厚はそれぞれ, 3m, 3m, 15mで あり, 海面上のデ

ッキ部分に相当する横梁の剛性は十分に高く, かつデッ

キの質量として2000tを 均等に見込んでいる. 解析モデ

ルの一次の固有周期は1. 82秒 であり, 検討に用いた波

の平均周期とは十分に離れている. 解析に用いた質量係

数KMと 抗力係数KDは, それぞれ2. 0, 1. 0である. 

 波浪条件を(H, T)=(3. 0, 7. 6), 潮流の流速の範囲

を-3.0/s～3.0sと した場合の, 解析モデルの左柱上

端の節点Aの 応答変位スペクトルを図-7に 示す. 図一7

より, 潮流の流速が負値の場合には, 応答変位スペクト

ルのピーク値は大きくなるが, 流速毎のピーク値の差は

波高のパワースペクトルのそれよりもかなり大きいこ

とが分かる. これは, 水粒子の速度 加速度のパワース

ペクトルが鋭く立上っていることに起因すると考えら

れる. 一方, 潮流の流速が正値の場合には, 応答変位ス

ペクトルのピーク値は小さくなるが, 波高のパワースペ

クトルのように流速毎に小さくなるのではなく, 順序が

逆転しているものがあることが分かる. これは, 波力と

付加減衰力の釣合いによるものと考えられる. この様に, 

潮流の流速は, 海洋構造物の応答スペクトルに大きな影

響を与えることが分かる. 

 また, 波浪条件を(H, T)=(3. 0, 7. 6), (5. 0, 9. 9), 

(7. 0, 11. 7), 潮流の流速の範囲を-3. 0/S～3. 0/sと し

て, 解析モデルの左柱上端の節点Aの 応答変位のrms値

に着目し, 4. 2節 での検討と同様の指標を次のように定

義して, 潮流の流速の影響について検討した 尚, 首藤

によれば8), 本研究で用いた水深と波浪条件は, 微小振

幅波理論が適用可能な範囲である. 

(42)

Xr(H,T,V)は, 平均波高G, 平均周期T, 潮流の

流速玩の場合の着目点の応答変位のrms値 であり, 

Xrms(H,7,0)は, 同じ波浪条件で潮流がない場合の着目

点の応答変位のrms値 である. 結果を図一8に示す. 

 図-8より, 潮流の流速が正値の場合には, 潮流の流速

の変化に対して, 海洋構造物の応答値は, 波浪条件に関

わらずほぼ同じ傾向を示すことが分かる. これは等価線

形抗力や慣性力のrms値 が示す傾向と同じである. また, 

潮流の流速が+0.7s付 近でδ がピークを示す

図一4 rms等価線形化抗力と潮流の流速との関係

図-5 rms慣性力と潮流の流速との関係
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ことは, 慣性力めrmS値 が示す傾向と一致する. これは, 

この付近の潮流の流速の範囲では, 慣性力が海洋構造物

の応答に及ぼす影響が大きく, (2)節に示したように, 

流速-0. 7sを 境に慣性力に影響を及ぼす振動数を有す

る波が砕けていくため, このようなピークが生じると考

えられる. 一方, 平均波高の高い波では, 負の流速が大

きくなるほど応答が大きくなるが, これは、平均波高の

高い波ほど水粒子の速度と加速度のパワースペクトル

が, 低振動数領域で鋭く立ち上がることに起因している

と考えられる. また, 平均波高が低い波ほどδDの ピー

クの前後の曲線の勾配が急であることから, 動的応答値

に及ぼす潮流の影響は平均波高が低い波ほど大きいこ

とが分かる. 

 また, 潮流の流速が負値の場合の応答が, 流速が0の

場合の応答の1. 5倍以上となる場合もあり, 構造設計時

には潮流の影響を十分に考慮しなければならないと考

えられる. 

 以上のことより, 潮流の存在は, 海洋構造物の動的応

答値に大きな影響を及ぼすので, 海洋構造物の動的応答

解析に潮流の影響を考慮することが, 不可欠であること

が分かる. 

6. おわりに

 本研究で得られた結果を次に要約する. 

1)潮流と波を同時に受ける海洋構造物の運動方程式を

 導き, 外力が潮流の流速, 波による水粒子速度と構造

 物の応答速度が連成する非線形な抗力と, 波による水

 粒子加速度による慣性力から成ることを示した

2)潮流の流速を一定値とし, 水粒子の運動と海洋構造物

 の動的応答にはエルゴード性があり, その出現確率が

 平均値0の 正規分布に従うと仮定して, 非線形抗力の

 等価線形化を行い, 線形化した運動方程式を示した. 

 本研究で示した潮流の効果を含む等価線形化された

 波力と運動方程式は, 潮流の有無に関わらず成立つ一

 般的な表示方法であることを示した. 

3)潮流の流速が負値の場合には, 水粒子速度, 加速度の

 パワースペクトル密度関数は鋭く立ち上がり, カット

 オフ振動数の影響でパワースペクトル密度関数が途

 切れたような形になること, 平均波高が低い波ほど, 

 等価線形化抗力や慣性力に及ぼす潮流の影響が大き

 いことを示した. 

4)潮流の存在は, 海洋構造物の動的応答値に大きな影

 響を及ぼすので, 海洋構造物の動的応答解析に潮流

 の影響を考慮することが不可欠であることを示した. 

付録

 式(13. a)の時間平均に関する計算は, 積分範囲を工夫

して絶対値記号をはずすことにより, 次のように計算で

きる. 

図-6 解析モデル図(寸 法の単位: m)

図-7 応答変位スペクトルと潮流の流速との関係

図-8 rms応答変位と潮流の流速との関係
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cj(Vcj+rf}cj+A)

1I-O+1)2z(i1)d1t+f(r+rilZZ(ti)di1

(A.1)

ここで, 弓の出現確率か 平均値0の 正規分布に従うこ

とから, 関数zを 次のように与える. 

(A.z)

これより, 式(A. 1)中の 弓の1次, 2次, 3次 モーメン

トに関する項が, 次 のように計算できる. 

Jz(i4diir=-6z(-fr) (A.3a)

∫svrjz(rj)drj=drz(-vcj) (A.3b)

NJr1zf)dr=1oz(-Vj+ozf)dr (A.4a)

Jrf2zf)dr=-V6z(-V)+oJz(r)dr (A.4b)

J-rzrdryr=-V6z(-V)+oJ=2zf)dr=-V6z
(A.5a)

vrzrdry=2zf)dr=-V6z(-V)+oJz(r) (A.5b)

式(A.1)に 式(A3)～(A5)を 代入して次式を得る. 

(V+4vr+d)
=462J6zzVf+IVIZV (A.6)

こ こで, z(-t)=z(t)で あ り, 

z(v)=fvz(t)dt (A.7)

である. 

 また, 式(A. 6)の右辺第2項 の潮流の流速の項の絶対

値は, 等価線形化された抗力の大きさは, 潮流の流れの

方向とは無関係に, その醸 にのみ依存することを示し

ている. 
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NONDETERMINISTIC ANALYSIS OF FIXED-TYPE OFFSHORE STRUCTURES 
 WITH WAVE-CURRENT-STRUCTURE INTERACTION 

 Tomoyo TANIGUCHI and Kenji KAWANO

This paper provides general theory of non etemunis is analysis of offshore stnrctures subjected to the wave and the current

simultaneously. The equations of motion are derived and nonlinear drag force in hydrodynamic force is presented The dynamic

wave forces and the structural response to them are assumed to have zero-mean, Gaussian characteristics when suitably linearized

The linearization an the drag force with current velocity is amed out using the least square method The damping on the

generalized coordinate is diagonalized and the structural responses are calculated by the random vibration approach It is suggested

that the current velocity has significant contributions on the wave force evaluation and the dynamic response of the offshore

snichrres.
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